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（総　　則）

第　１　条 令和５年度宇陀市立病院事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第　２　条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　病床数 176 床

（２）　年間患者数

入院 50,508 人

外来 94,527 人

（３）　一日平均患者数

入院 138 人

外来 389 人

（４）　主要な建設改良事業

             器械及び備品購入事業 91,770 千円

（収益的収入及び支出）

第　３　条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

4,031,334 千円

3,549,753 千円

481,581 千円

支 出

4,178,038 千円

4,106,825 千円

54,213 千円

2,000 千円

15,000 千円

（資本的収入及び支出）

第　４　条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める （資本的収入額が資本的支出額

       に対し不足する額３１６，３７０千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

　　　８，３４３千円、過年度分損益勘定留保資金３０８，０２７千円で補てんするものとする。）。

収 入

53,600 千円

33,600 千円

20,000 千円

支 出

369,970 千円

91,770 千円

276,800 千円

1,400 千円

第１項

第２項

令和５年度　宇陀市立病院事業特別会計予算

第４項

医 業 収 益

医 業 外 収 益

第１款　　病院事業収益

第３項 長 期 貸 付 金

特 別 損 失

予 備 費

第３項

第２項 企 業 債 償 還 金

第１款　　資　　本　　的　　支　　出　

第１款　　資　　本　　的　　収　　入

第１項 建 設 改 良 費

医 業 外 費 用

第１款　　病院事業費用

第１項

第２項

医 業 費 用

第１項 企 業 債

第２項 負 担 金
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（企業債）

第　５　条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

利 率

４．０％以内（ただし、
利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び
地方公共団体金融機
構資金については、利
率の見直しを行った後
においては当該見直
し後の利率）

（一時借入金）

第　６　条 一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第　７　条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　収益的支出における各項間の流用

（２）　資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第　８　条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

　　それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）　職員給与費 2,461,320 千円

（２）　交際費 700 千円

（他会計からの補助金）

第　９　条 他会計から補助金を受ける金額は、次のとおりと定める。

（１）　過疎債元利償還に係る一般会計からの補助金 109,222 千円

（たな卸資産購入限度額）

第　１０　条 たな卸資産の購入限度額は、２２０，０００千円と定める。

（重要な資産の取得及び処分）

第　１１　条 重要な資産の取得及び処分は次のとおりとする。

　　　　 種類 名称 数量

（１）　取得する資産　　機械及び備品 医療機器 一式

令和５年３月６日提出
奈良県宇陀市長　 金　剛　一　智

起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法 償 還 の 方 法

病院整備事業 33,600千円 普通貸付又は証書発行

　政府資金又は地方公共団体金融機
構資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合には、その債
権者と協定するものとする。ただし、企
業財政の都合により据置期間及び償
還期限を短縮し、若しくは繰上償還又
は低利に借換えすることができる。
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備 考

1. 医 業 収 益 3,549,753

1. 入 院 収 益 2,248,214

2. 外 来 収 益 1,071,689

3. そ の 他 医 業 収 益 229,850

2. 医 業 外 収 益 481,581

1. 受 取 利 息 及 び 配 当 金 50

2. 他 会 計 補 助 金 82,370

3. 補 助 金 4,260

4. 負 担 金 交 付 金 149,901

5. そ の 他 医 業 外 収 益 29,600

6. 長 期 前 受 金 戻 入 益 31,977

7. 資 本 費 繰 入 益 183,423

備 考

1. 医 業 費 用 4,106,825

1. 給 与 費 2,461,320

2. 材 料 費 520,502

3. 経 費 784,363

4. 減 価 償 却 費 326,970

5. 資 産 減 耗 費 4,600

6. 研 究 研 修 費 9,060

7. 臨 床 研 修 負 担 金 10

病院事業収益

病院事業費用

1.

1.

4,031,334

令和５年度　宇陀市立病院事業特別会計予算実施計画

項 目

4,178,038

予定額（千円）

予定額（千円）

支 出

款

項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収 入

款
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備 考

2. 医 業 外 費 用 54,213

1. 支払利息及び企業債取扱諸費 33,633

2. 雑 損 失 100

3. 消 費 税 15,000

4. 看 護 師 確 保 費 5,480

3. 特 別 損 失 2,000

1. 過 年 度 損 益 修 正 損 2,000

4. 予 備 費 15,000

1. 予 備 費 15,000

備 考

1. 資 本 的 収 入 53,600

1. 企 業 債 33,600

1. 企 業 債 33,600

2. 負 担 金 20,000

1. 他 会 計 負 担 金 20,000

備 考

1. 資 本 的 支 出 369,970

1. 建 設 改 良 費 91,770

1. 有 形 固 定 資 産 購 入 費 91,770

2. 企業債償還金 276,800

1. 企 業 債 償 還 金 276,800

3. 長 期 貸 付 金 1,400

1. 看護師等修学資金貸付金 1,400

支 出

款 項 目 予定額（千円）

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収 入

款 項 目 予定額（千円）

款 項 目 予定額（千円）
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(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)

(単位　千円)

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純損失 △ 171,383

　減価償却費 326,970

　資産減耗費 4,500

　看護師確保費 5,480

　賞与等引当金の増減額（△は減少） 8,250

　退職給付引当金の増減額（△は減少） 15,757

　資本費繰入収益 △ 183,423

　長期前受金戻入益 △ 31,977

　受取利息及び配当金 △ 50

　支払利息 33,633

　未収金の増減額（△は増加） 191,126

　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 4,350

　未払金・未払費用の増減額 9,549

　小計 204,082

　受取利息及び配当金の受取額 50

　利息の支払額 △ 33,633

業務活動によるキャッシュ・フロー 170,499

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 83,427

　他会計負担金による収入 20,000

　看護師等修学資金貸付金 △ 1,400

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 64,827

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　企業債による収入 33,600

　企業債償還による支出 △ 276,800

　一般会計からの繰入金による収入 183,423

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 59,777

資金増加額（又は減少額） 45,895

資金期首残高 889,417

資金期末残髙 935,312

令和５年度　宇陀市立病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
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１．

(1)

イ． 57,582

ロ． 5,587,151

△ 3,044,843 2,542,308

ハ． 167,249

△ 110,717 56,532

ニ． 2,398,350

△ 1,838,008 560,342

ホ． 4,541

△ 4,314 227

ヘ． 3,525

△ 2,680 845

3,217,836

(2)

イ． 16,152

ロ． 10,000

26,152

3,243,988

２．

(1) 935,312

(2) 612,651

△ 840 611,811

(3) 7,864

1,554,987

4,798,975資 産 合 計

流  　　動　　　資　　　産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資

長 期 貸 付 金

出 資 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

機 械 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

令和５年度　　宇陀市立病院事業予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

（単位　　千円）

資 産 の 部

固　　　定　　　資　　　産
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３．

(1)

325,302

325,302

(2) 1,973,315

2,298,617

４．

(1) 216,893

(2) 31,439

(3) 6,506

(4) 238,676

(5)

135,520

135,520

629,034

５．

824,931

△ 392,110

432,821

3,360,472

６．

(1)

イ． 2,065,829

ロ． 1,525,998

3,591,827

3,591,827

７．

(1)

イ． 291,737

ロ． 1,100

ハ． 845

資 本 剰 余 金 合 計 293,682

(2)

イ． 2,447,006

△ 2,447,006

△ 2,153,324

1,438,503

4,798,975

未 払 費 用

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

負 債 の 部

流　　　動　　　負　　　債

固　　　定　　　負　　　債

企 業 債

引 当 金

未 払 金

資 本 の 部

長 期 前 受 金

利 益 剰 余 金 合 計

資　　　　　本　　　　　金

自 己 資 本 金

負 債 合 計

資 本 金 合 計

一 般 会 計 出 資 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰　　　　　余　　　　　金

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金

繰　　　延　　　収　　　益

賞 与 引 当 金

組 入 資 本 金

資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金

寄 付 金

受 贈 財 産 評 価 額

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

企 業 債
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１．

（１） 1,640,000

（２） 1,057,300

（３） 163,112 2,860,412

２．

（１） 2,146,315

（２） 526,308

（３） 593,632

（４） 322,723

（５） 4,000

（６） 6,000 3,598,978

738,566

３．

（１） 50

（２） 91,440

（３） 603,195

（４） 145,500

（５） 42,476

（６） 27,762

（７） 188,353 1,098,776

４．

（１） 35,585

（２） 120,299

（３） 11,160 167,044 931,732

193,166
５．特　　別　　利　　益

（１） 50 50

６．特　　別　　損　　失

（１） 115

（２） 3,000 3,115 3,065

190,101

2,465,723

2,275,622

当 年 度 純 利 益

外 来 収 益

医 業 費 用

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

補 助 金

経 費

過 年 度 損 益 修 正 損

前 年 度 繰 越 欠 損 金

医 業 外 収 益

そ の 他 医 業 外 収 益

材 料 費

医 業 収 益

減 価 償 却 費

他 会 計 補 助 金

資 本 費 繰 入 益

医 業 外 費 用

経 常 利 益

令和４年度　　宇陀市立病院事業予定損益計算書（前年度分）
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位　　千円）

そ の 他 医 業 収 益

入 院 収 益

給 与 費

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 損 失

医 業 損 失

雑 支 出

支払利息及び企業債取扱諸費

負 担 金 交 付 金

長 期 前 受 金 戻 入 益

看 護 師 確 保 費

-218-



１．

(1)

イ． 57,582

ロ． 5,587,151

△ 2,883,863 2,703,288

ハ． 167,249

△ 103,547 63,702

ニ． 2,404,922

△ 1,764,997 639,925

ホ． 4,541

△ 4,314 227

ヘ． 3,525

△ 2,370 1,155

3,465,879

(２)

イ． 20,232
ロ． 10,000

30,232

3,496,111

２．

(1) 889,417

(2) 803,777

△ 840 802,937

(3) 3,515

1,695,869

5,191,980

流  　　動　　　資　　　産

有 形 固 定 資 産

土 地

令和４年度　　宇陀市立病院事業予定貸借対照表（前年度分）
（令和５年３月３１日）

（単位　　千円）

資 産 の 部

固　　　定　　　資　　　産

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

機 械 装 置

減 価 償 却 累 計 額

長 期 貸 付 金

出 資 金

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
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３．

(1)

309,545

309,545

(2) 2,178,464

2,488,009

４．

(1) 213,023

(2) 25,760

(3) 6,506

(4) 276,727

(5)

127,270

127,270

649,286

５．

804,931

△ 360,133

444,798

3,582,093

６．

(1)

イ． 2,065,829

ロ． 1,525,998

3,591,827

3,591,827

７．

(1)
イ． 291,737
ロ． 1,100
ハ． 845

資 本 剰 余 金 合 計 293,682
(2)

イ． 2,275,622
△ 2,275,622

△ 1,981,940
1,609,887
5,191,980

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金
国 県 補 助 金
寄 付 金
受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

自 己 資 本 金

一 般 会 計 出 資 金

組 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰　　　　　余　　　　　金

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部
資　　　　　本　　　　　金

企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰　　　延　　　収　　　益

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流　　　動　　　負　　　債

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

負 債 の 部
固　　　定　　　負　　　債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計
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注        記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品　　 先入先出法による原価法とする。

（２）固定資産の減価償却の方法

　　　・有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　・定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　　建物 　　　　　　   　６年～３９年

　　　　　構築物 　　　　  　１３年～４０年

　　　　　器械及び備品 　　 ３年～１５年

　　　　　機械及び装置　　１５年～２０年

　　　　　車両　　　　　　　　　　　　 　５年

（３）引当金の計上方法

　　　・退職給付引当金

　　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

　　　　金額を計上している。

　　　・賞与等引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

　　　　づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　・貸倒引当金

　　　　　債権の不能欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上してい

　　　　る。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予

　　　定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は1,177,474千円である。
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特別職 一般職

（　－　）

291

（　－　）

－

（　－　）

291

（　－　）

265

（　－　）

－

（　－　）

265

（　－　）

26

（　－　）

－

（　－　）

26

備考　　　（　　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（単位　　千円）

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

区　　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

区　　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

600 9,000 712,190

150 0 22,660

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

医師人事考
課勤勉手当

合 計

750 9,000 734,850

0 △ 300 △ 3,770 7,500 11,850 2,450

42,000 24,010 135,950 189,480 139,380 10,540

42,000 23,710 132,180 196,980 151,230 12,990

宿日直手当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当

59,000 11,280

5,000 400 △ 620 0 0 0

夜間勤務手当

25,180 26,250 28,800 15,500 59,000 11,280

手
当
の
内
訳

扶 養 手 当 地 域 手 当 管理職手当 住 居 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

20,180 25,850 29,420 15,500

－

合 計 － 23,770 19,930 22,660 66,360 4,810 71,170

66,360 4,810 71,170

資本勘定支弁職員 － － － － － －

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 － 23,770 19,930 22,660

－ －

合 計 － 369,220 803,900 712,190 1,885,310 504,840 2,390,150

資本勘定支弁職員 － － － － －

2,461,320

前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 － 369,220 803,900 712,190 1,885,310 504,840 2,390,150

－ 392,990 823,830 734,850 1,951,670 509,650

509,650 2,461,320

資本勘定支弁職員 － － － － － － －

手 当 計

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 － 392,990 823,830 734,850 1,951,670

合 計

給　　与　　費　　明　　細　　書

１．総　　　　括 （単位　　千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費 法 定

福 利 費
合 計

報 酬 給 料
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ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職

（　－　）

207

（　－　）

－

（　－　）

207

（　－　）

205

（　－　）

－

（　－　）

205

（　－　）

2

（　－　）

－

（　－　）

2

備考　　　（　　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（単位　　千円）

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

区　　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

区　　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

600 9,000 700,110

150 0 21,460

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

医師人事考
課勤勉手当

合 計

750 9,000 721,570

0 △ 300 △ 3,770 6,300 11,850 2,450

42,000 24,010 135,950 177,400 139,380 10,540

42,000 23,710 132,180 183,700 151,230 12,990

宿日直手当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当

59,000 11,280

5,000 400 △ 620 0 0 0

夜間勤務手当

25,180 26,250 28,800 15,500 59,000 11,280

手
当
の
内
訳

扶 養 手 当 地 域 手 当 管理職手当 住 居 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

20,180 25,850 29,420 15,500

－

合 計 － △ 300 19,930 21,460 41,090 △ 1,110 39,980

41,090 △ 1,110 39,980

資本勘定支弁職員 － － － － － －

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 － △ 300 19,930 21,460

－

合 計 － 227,280 803,900 700,110 1,731,290 487,500 2,218,790

1,731,290 487,500 2,218,790

資本勘定支弁職員 － － － － － －

前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 － 227,280 803,900 700,110

－

合 計 － 226,980 823,830 721,570 1,772,380 486,390 2,258,770

1,772,380 486,390 2,258,770

資本勘定支弁職員 － － － － － －

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 － 226,980 823,830 721,570

（単位　　千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費 法 定

福 利 費
合 計

報 酬 給 料 手 当 計
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イ　会計年度任用職員

特別職 一般職

（　－　）

84

（　－　）

－

（　－　）

84

（　－　）

60

（　－　）

－

（　－　）

60

（　－　）

24

（　－　）

－

（　－　）

24

備考　　　（　　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（単位　　千円）

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

区　　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

区　　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

0 0 12,080

0 0 1,200

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

医師人事考
課勤勉手当

合 計

0 0 13,280

0 0 0 1,200 0 0

0 0 0 12,080 0 0

0 0 0 13,280 0 0

宿日直手当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当

0 0

0 0 0 0 0 0

夜間勤務手当

0 0 0 0 0 0

手
当
の
内
訳

扶 養 手 当 地 域 手 当 管理職手当 住 居 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

0 0 0 0

－

合 計 － 24,070 0 1,200 25,270 5,920 31,190

25,270 5,920 31,190

資本勘定支弁職員 － － － － － －

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 － 24,070 0 1,200

－

合 計 － 141,940 0 12,080 154,020 17,340 171,360

154,020 17,340 171,360

資本勘定支弁職員 － － － － － －

前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 － 141,940 0 12,080

－

合 計 － 166,010 0 13,280 179,290 23,260 202,550

179,290 23,260 202,550

資本勘定支弁職員 － － － － － －

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 － 166,010 0 13,280

（単位　　千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費 法 定

福 利 費
合計

報 酬 給 料 手 当 計
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２．給料及び手当の増減額の明細

会計年度任
用職員

△ 300

その他 24,070

定期昇給 10,846

その他 9,084

給与改定等 21,460

会計年度任
用職員

1,200

３．給料及び手当の状況

（１）  職員１人当たり給与
医 師

（医療職一)

496,567 334,226

1,132,508 406,224

46.9 47.8

508,215 336,628

1,035,971 397,534

50.0 50.7

306,200

367,211

50.5

303,925

355,532

48.5

（２）  初　　任　　給

高校卒 182,900

大学卒 215,200

－ 163,100 154,900 147,900 154,900

249,800 190,800 188,700 169,100 188,700

（単位　円）

区 分 医 療 職 （ 一 ） 医療職（二） 医療職（三） 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職

59.0

令和４ 年 １ 月 １ 日 現在

平　均　給　料　月　額　 （円） 325,700

平　均　給　与　月　額　 （円） 375,450

平　  　均　 　年　  　齢    （歳） 58.0

区 分 技能労務職
技能労務職

(経過措置対象職員)

令和５ 年 １ 月 １ 日 現在

平　均　給　料　月　額　 （円） 324,100

平　均　給　与　月　額　 （円） 375,802

平　  　均　 　年　  　齢    （歳）

令和４ 年 １ 月 １ 日 現在

平　均　給　料　月　額　 （円） 300,347 305,577

平　均　給　与　月　額　 （円） 372,629 410,735

平　  　均　 　年　  　齢    （歳） 42.2 42.2

令和５ 年 １ 月 １ 日 現在

平　均　給　料　月　額　 （円） 296,260 305,919

平　均　給　与　月　額　 （円） 371,747 432,980

平　  　均　 　年　  　齢    （歳） 41.2 43.0

区 分
医療技術職 看 護 師

一般行政職
(医療職二) ( 医 療 職 三 )

給 料 19,930

定期昇給等に伴う増加

職員数の変動等に伴う増減

手　　　当 22,660

昇給、職員数の変動等に伴う増減

会計年度任用職員分

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳　　（千円） 説　　　明

報　　　酬 23,770

会計年度任用職員分

派遣医師の増減等に伴うもの
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（３）　級別職員数

職員数 職員数 職員数 構成比

（人） （人） （人） （％）
（－） （－） （－） （－）

6 8 3 2.83
（－） （－） （－） （－）

4 9 16 15.10
（－） （－） （－） （－）

5 1 12 33 31.13
（－） （－） （－） （－）
10 12 18 16.98

（－） （－） （－） （－）
－ 12 36 33.96

（－） （－） （－）
－ － －

（－） （－） （－） （－）
21 53 106 100.00

（－） （－） （－） （－）
5 7 3 2.83

（－） （－） （－） （－）
6 12 21 19.81

（－） （－） （－） （－）
4 1 10 32 30.19

（－） （－） （－） （－）
8 12 16 15.09

（－） （－） （－） （－）
－ 9 34 32.08

（－） （－） （－）
1 － －

（－） （－） （－） （－）
20 51 106 100.00

職員数 職員数 職員数 構成比

（人） （人） （人） （％）
（－） （－） （－） （－）

1 4 － －
（－） （－） （－） （－）

5 － － －
（－） （－） （－） （－）

5 2 － 1 100.00
（－） （－） （－） （－）

5 － － －
（－） （－） （－）

3 － －
（－） （－） （－）

2 － －
（－） （－） （－）

1 － －
（－） （－） （－） （－）
19 4 1 100.00

（－） （－） （－） （－）
1 4 － －

（－） （－） （－） （－）
3 － － －

（－） （－） （－） （－）
4 4 － 1 100.00

（－） （－） （－） （－）
4 － － －

（－） （－） （－）
4 － －

（－） （－） （－）
2 － －

（－） （－） （－）
－ － －

（－） （－） （－） （－）
18 4 1 100.00

備考　　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

計 （－） 計 （－） 計100.00 100.00

26～50号11.11

１ 級 （－） 1～25号－

76～100号22.22 －

３ 級 （－） 51～75号22.22

22.22 －
年
１
月
１
日
現
在

４ 級 （－） １ 級 （－）

２ 級 （－）

３ 級 （－） 126～150号16.67 －

５ 級 （－） ２ 級 （－） 101～125号

７ 級 （－） ４ 級 （－） 151号以上

令
和

5.56 100.00

６ 級 （－）

1～25号5.26

計 （－） 計 （－） 計100.00 100.00

10.53

１ 級 （－）

51～75号15.79

２ 級 （－） 26～50号

年
１
月
１
日
現
在

４ 級 （－） １ 級 （－） 76～100号26.32 －

３ 級 （－）

－

５ 級 （－） ２ 級 （－） 101～125号10.53 －

151号以上

令
和

5.26 100.00

６ 級 （－） ３ 級 （－） 126～150号26.31

（％） （％）

７ 級 （－） ４ 級 （－）

100.00

区　分

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
技 能 労 務 職
（ 経 過 措 置 対 象 職 員 ）

級
構成比

級
構成比

号

計
（－） 計 （－） 計100.00

（－） １級1.96

３級40.00 23.53

１ 級
（－）

２ 級
（－） ２級－ 17.65

5.00 19.61
年
１
月
１
日
現
在

２ 級
（－）

３ 級
（－）

１ 級

５ 級 （－） ５級30.00 23.53

３ 級
（－）

４ 級
（－） ４級

５ 級
（－）

６ 級
（－） ６級

令
和

25.00 13.72

４ 級 （－）

計
（－） 計 （－） 計100.00 100.00

－

２ 級
（－） ２級－ 22.64

１ 級 （－） １級

年
１
月
１
日
現
在

２ 級
（－）

３ 級
（－） ３級47.62 22.64

１ 級
（－）

５級19.05 16.98

３ 級 （－） ４ 級 （－） ４級4.76 22.64

令
和

28.57 15.10

４ 級 （－） ５ 級 （－）

（％）

５ 級
（－）

６ 級
（－） ６級

区　分

医 療 職 （ 一 ） 医 療 職 （ 二 ） 医 療 職 （ 三 ）

級
構成比

級
構成比

級
（％）
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（級別の標準的な職務内容）

級 級 級 級

５ 級 ６ 級 ６ 級 ７ 級

４ 級 ５ 級 ５ 級 ６ 級

３ 級 ４ 級 ４ 級 ５ 級

２ 級 ３ 級 ３ 級 ４ 級

１ 級 ２ 級 ２ 級 ３ 級

１ 級 １ 級 ２ 級

１ 級

（４）　昇　　　　給
技能労務職

（経過措置
対象職員）

19 4 1

11 4 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

11 4 0

57.9 100.0 0.0

16 4 1

11 4 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

11 4 0

68.8 100.0 0.0比率　(B)／(A)   　　 (％)

0

４号給　(人) 156 8 41 92

10 8 1 1

93

81.5 80.0 81.1 83.8

1号給数別
内     訳

１号給　(人) 0 0 0 0

２号給　(人) 1 0

３号給　(人)

前
　
年
　
度

職　員　数(A)  　　　　 (人) 205 20 53 111

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 167 16 43

４号給　(人) 155 10 43 87

比率　(B)／(A)   　　 (％) 78.3 68.2 81.5 82.2

0 0 0

３号給　(人) 7 5 1 1

44 88

号給数別
内     訳

１号給　(人) 0 0 0 0

２号給　(人) 0

技能労務職

本
　
年
　
度

職　員　数(A)  　  　   (人) 207 22 54 107

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 162 15

区分 合計 医療職(一) 医療職(二) 医療職(三) 一般行政職

技師 准看護師 主事

主事・主事補

医長・医師 技師
主任・看護師

准看護師
課長補佐・主任

医師 技師 看護師・准看護師 主査

部長
科長・主幹
主任・技師

副部長・課長・主幹
主任・看護師

次長・課長

部長・医長 主任・技師
課長・主幹・主任
看護師・准看護師

課長・主幹
園長補佐
課長補佐

職　務 職　務 職　務 職　務

院長・副院長 部長・科長 副院長・部長・副部長 事務局長・参事

医療職（一） 医療職（二） 医療職（三） 一般行政職

（医師） （医療技術職員） （看護師） （事務員及び保育士）

-227-

（５）　特殊勤務手当
技能労務職

（経過措置
対象職員）

１．医師の特殊勤務手当 ２．看護師(准看護師)の特殊勤務手当

３．医療技術職員の特殊勤務手当 ４．危険な業務に従事する職員の特殊勤務手当

（６）　期末手当・勤勉手当

（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）　その他の手当

通 勤 手 当 同　　　　　　　　　じ －

地 域 手 当 同　　　　　　　　　じ －

住 居 手 当 同　　　　　　　　　じ －

（支給率 等） 特例措置（定年前１年につき３％）

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差異の内容

扶 養 手 当 同　　　　　　　　　じ －

４５歳以上定年前早期退職

特例措置（定年前１年につき３％）

一般会計
の制度 24.5869 33.2708 47.7090 47.7090

４５歳以上定年前早期退職

備考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.5869 33.2708 47.7090 47.7090

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

その他の加算措置等

一般会計
の制度

２．２０ ２．２０ ４．４０ 有

前 年 度 ２．１５ ２．１５ ４．３０ 有

本 年 度 ２．２０ ２．２０ ４．４０ 有

5,000 5,000

代表的な特殊勤務手当の名称

区 分
支給期別支給率

支給率計（月分）
職制上の段階、

職務の級等による加算措置
備   考

６月（月分） １２月（月分）

支給対象職員１人当たり
平均支給月額（円） 68,606 396,190 8,250 34,359 2,000

1.33

支給対象職員の比率  （％）
90.31 100.00 98.11 100.00 5.26 100.00 100.00

（令和５年１月１日現在）

技能労務職

給料総額に対する比率（％） 13.67 34.98 2.18 7.94 0.03 1.36

区             分 全職種 医師 医療技術職 看護師 一般行政職
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収　　入　　の　　部

本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額 増 減 金 額

1. 4,031,334 3,987,938 43,396

1. 医 業 収 益 3,549,753 3,509,522 40,231

1. 入 院 収 益 2,248,214 2,229,290 18,924

2,248,214

138人×366日

50,508人

44,512円

２．外 来 収 益 1,071,689 1,071,639 50

1. 外 来 収 益 1,071,689

389人×243日

94,527人

11,337円

3. そ の 他 229,850 208,593 21,257

医 業 収 益

1. 室 料 差 56,300

額 収 益

2. 公 衆 衛 生 66,554

活 動 収 益

3. 他 会 計 91,777

負 担 金

4. そ の 他 15,219

雑 収 益

2. 医業外収益 481,581 478,416 3,165

1. 受 取 利 50 5 45

息 及 び 1. 預 金 利 息 50 預金等利息

配 当 金

2. 他 会 計 82,370 82,275 95

補 助 金 1. 他 会 計 82,370

補 助 金

3. 補 助 金 4,260 3,450 810

1. 県 補 助 金 4,260

4. 負 担 金 149,901 145,500 4,401

交 付 金 1. 他 会 計 149,901

負 担 金

５. そ の 他 医 29,600 30,683 1,083

業 外 収 益 1. 売 店 1,784

使 用 料

2. 公 衆 84

電 話 料

3. 不 用 品 10

売 却 収 益

4. そ の 他 27,722 自動販売機設置料、

雑 収 益 入院患者材料代等

令和５年度　宇陀市立病院事業特別会計予算説明書

款 項 目
比 較 節

患者1日1人当たり

地方公営企業法第17条
の3に基づく補助

地方公営企業法第17条
の2に基づく負担

延患者数

健康診断料、人間ドック料

区 分
説 明

収益的収入及び支出

（単位　　千円）

延患者数

入 院 収 益1.

病院事業収益

年間患者見込

患者1日1人当たり

年間患者見込

へき地拠点病院補助金

地方公営企業法第17条
の2に基づく負担

予防接種料等

地方公営企業法第17条
の2に基づく負担

桜井地区病院群輪番制
補助金等
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本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額 増 減 金 額

６. 長 期 前 受 31,977 28,150 3,827

金 戻 入 益 1. 国 県 補 助 17,260

金 長 期

前 受 金

戻 入 益

2. 一 般 会 計 14,717

繰 入 金 長

期 前 受 金

戻 入 益

７. 資 本 費 183,423 188,353 4,930

繰 入 益 1. 資 本 費 183,423

繰 入 益

起債償還元金に対する
一般会計出資金

款 項 目
比 較 節

説 明
区 分
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支　　出　　の　　部

本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額 増 減 金 額

1. 4,178,038 4,108,936 69,102

1. 医 業 費 用 4,106,825 4,030,066 76,759

1. 給 与 費 2,461,320 2,390,150 71,170

1. 給 料 823,830

医 師 22人 134,000

看 護 師 107人 406,740

医 療 技 54人 188,290

術 員 給

事 務 員 19人 76,000

技 能 5人 18,800

労 務 員 給

計 207人

2. 手 当 624,420 扶養手当 25,180

地域手当 26,250

管理職手当 28,800

住居手当 15,500

時間外勤務 59,000

手当

夜間勤務手 11,280

当

宿日直手当 42,000

通勤手当 23,710

特殊勤務手 132,180

当

期末手当 122,700

勤勉手当 101,800

児童手当 12,990

管理職員特 750

別勤務手当

医師人事考 9,000

課勤勉手当

期末手当（会 13,280

計年度任用

職員）

3. 報 酬 392,990 226,980

75,200

65,170

22,350

3,290

4. 法 定 福 460,660 262,550

利 費 担金

12,710

2,730

償基金負担金

166,660

担金

1,630

14,380

等

共済組合負

追加費用

公務災害補

退職手当負

雇用保険料

目
比 較

社会保険料

事務員

款 項

病院事業費用

区 分

パート医師

（単位　　千円）

事務員給

説 明

技能労務員

看護師給

節

医師給

医療技術員

看護師

技能労務員

医療技術員
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本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額 増 減 金 額

5. 賞 与 等 引 135,520 61,000

当 金 繰 入 49,430

額 25,090

担金

6. 退 職 給 付 23,900

引 当 金

繰 入 額

2. 材 料 費 520,502 583,474 62,972

1. 薬 品 費 202,410 医薬品

2. 診 療 材 310,870 診療材料

料 費

3. 給 食 材 92 経管栄養材料

料 費

4. 医 療 消 耗 7,130 診療用具等

備 品 費

3. 経 費 784,363 721,912 62,451

1. 厚 生 福 3,000 職員健康診断料等

利 費

2. 報 償 費 2,200 講演会等講師謝礼

3. 旅 費 交 450 出張旅費

通 費

4. 職 員 被 500 ナース靴等

服 費

5. 光 熱 水 費 96,624 電気使用料 81,180

水道使用料 8,844

6,600

料

6. 消 耗 備 4,400 事務及び管理用備品

品 費

7. 消 耗 品 費 26,270 事務用品等

8. 燃 料 費 1,080 ガソリン及び軽油

9. 食 糧 費 100

10. 印 刷 製 2,250

本 費

11. 器 械 修 23,200 医療用機械器具等修繕

繕 費

12. 建 物 修 14,500 建物修繕

繕 費

13. 保 険 料 5,700 医療賠償責任保険等

建物・自賠責保険

14. 賃 借 料 59,832 寝具リース料

病衣・看護衣リース料

マットリース料

コピー機リース料

人工呼吸器賃借料

駐車場借地料

医療機器賃借料

酸素濃縮器リース料等

15. 通 信 運 5,846 電話及び郵送料等

搬 費

下水道使用

処方箋等会計各種伝票
等

区 分

期末手当

勤勉手当

共済組合負

退職給付引当金繰入

款 項 目
比 較 節

説 明
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本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額 増 減 金 額

16. 委 託 料 531,750 臨床検査 70,810

エレベーター

点検料 3,530

電気保守 3,405

X線被爆測定 500

自動ドア 435

院内清掃 27,800

廃棄物運搬 3,110

消防設備点検 4,200

警備 20,860

自動分析装

置保守 1,848

医事業務等 115,608

放射線漏洩

線量測定 280

CT・MRI保守 24,640

給食業務 80,520

医療ガス設

備保守 4,180

薬局システム 1,120

病院情報シ

ステム運用 15,840

院内情報ネッ

トワーク保守 2,750

画像ファイリ

グシステム

保守 4,620

輸血管理シ

ステム保守 330

リハビリシ

ステム保守 363

栄養給食管

理システム

保守 430

物品管理業務 860

滅菌装置保守 2,769

ボイラー保守 850

小児科予約

システム 180

中央監視装

置保守 3,630

排水処理設

備保守 3,960

経営改善支援 16,500

窓清掃 1,078

給湯給茶機

保守 235

プリンタ保守 50

除細動器保守 60

人工呼吸器

保守 1,040

マンモグラ

フィ保守 2,033

移動診療車関係 5,040

内視鏡保守 550

区 分
目

比 較
款 項

節
説 明
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本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額 増 減 金 額

一般撮影装置

保守 550

血液ガス分析

装置保守 495

公営企業会

計システム

保守料等 1,165

診療材料・医

薬品ベンチ

マーク利用 792

社会保険労

務士業務 1,056

人事総合シス

テム使用等 2,275

集金業務 132

シルバー人材

センター 2,720

クレジットカー

ド手数料 1,100

人材紹介 8,400

院内在庫管理 80

自動再来受付

機保守 1,400

健診支援シス

テム保守 385

診察券受付機

保守 330

手術管理シス

テム保守 4,500

電子カルテ

保守 850

電気手術器械

保守 165

マスクフィット

テスタ保守 200

建物定期調査 330

感染性廃棄

物運搬処理 7,000

X線画像読取

装置保守 5,927

介護支援シス

テム保守 210

DPC対象入院

患者他院診療 2,000

超音波診断

装置保守 206

医療費分析

ツール保守 700

空調機フィルタ

清掃保守 3,630

透析装置保守 6,094

X線テレビ

診断装置保守 3,352

ダムウェーター

保守 380

款 項 目
比 較 節

説 明
区 分
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本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額 増 減 金 額

熱源機清掃

点検 5,977

医用画像情報

システム保守 4,900

ナースコール

保守 1,100

看護師・事務

員等人材派遣 14,000

自動散薬・錠

剤分包機保守 542

麻酔システム

保守 760

作業環境測定 70

看護師採用

コンサルティング 2,640

情報セキュリティ外

部監査業務及び

支援ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 1,000

HPﾘﾆｭｰｱﾙ 4,000

訪問診療患者

訪問看護委託 4,500

X線画像遠隔読影 2,500

シーツ交換 4,171

眼科手術装置

保守 3,152

17. 諸 会 費 3,631 日本医師会

日本病院協会

奈良県臨床検査協議会

全国自治体病院協議会

奈良県医師会

宇陀地区医師会等

18. 広 告 料 340 職員募集広告料

19. 洗 濯 料 190 白衣、予防衣、寝具等

20. 交 際 費 700 院長交際費

21. 雑 費 800 県証紙代

その他各種手数料等

22. 貸 倒 引 当 1,000 未収金回収不能見込額

金 繰 入 額 に対する引当金

4. 減 価 償 326,970 323,360 3,610

却 費 1. 有 形 固 定 326,970 160,980

資 産 減 価 7,170

償 却 費 158,510

310

5. 資 産 減 4,600 2,100 2,500

耗 費 1. 棚 卸 資 産 100

減 耗 費

2. 固 定 資 産 4,500

除 却 費

絡会

比 較 節

区 分
款 項

車両

建物

構築物

目

奈良県公的病院事務連

説 明

全国公立病院連盟学会

奈良県病院協会

器械備品
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本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額 増 減 金 額

6. 研 究 研 9,060 9,060

修 費 1. 図 書 費 1,800

2. 旅 費 2,800 医学研修旅費等

3. 研 究 雑 費 4,460 各研修会参加費

7. 臨 床 研 修 10 10

費 負 担 金 1. 負 担 金 10 臨床研修費負担金等

2. 医業外費用 54,213 58,870 4,657

1. 支 払 利 息 33,633 35,610 1,977

及 び 企 1. 企 業 債 33,623

業 債 取 利 息 公営企業債利子

扱 諸 費 2. 一 時 借 入 10

金 利 息

2. 雑 損 失 100 100

1. 不 用 品 50

売 却 代

金 原 価

2. そ の 他 50

雑 損 失

3. 消 費 税 15,000 12,000 3,000

1. 消 費 税 15,000

4. 看 護 師 5,480 11,160 5,680

確 保 費 1. 看 護 師 5,480

確 保 費

3. 特 別 損 失 2,000 5,000 3,000

1. 過 年 度 損 2,000 2,000

益 修 正 損 1. 過 年 度 損 2,000

益 修 正 損

2. そ の 他 0 3,000 3,000

特 別 損 失 1. そ の 他 0

特 別 損 失

4. 予 備 費 15,000 15,000

1. 予 備 費 15,000 15,000

1. 予 備 費 15,000

過疎債利子

看護師修学資金貸付返
済免除分

款 項 目
比 較 節

説 明
区 分
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収　　入　　の　　部

本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額 増 減 金 額

1. 53,600 125,600 72,000

1. 企 業 債 33,600 93,500 59,900

1. 企 業 債 33,600 93,500 59,900

1. 企 業 債 33,600

2. 負 担 金 20,000 20,000

1. 他 会 計 20,000 20,000

負 担 金 1. 一 般 会 計 20,000

負 担 金

3. 補 助 金 0 12,100 12,100

1. 県 補 助 金 0 12,100 12,100

1. 県 補 助 金 0

支　　出　　の　　部

本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額 増 減 金 額

1. 369,970 447,020 77,050

1. 建設改良費 91,770 163,760 71,990

1. 有 形 固 91,770 163,760 71,990

定 資 産

購 入 費 1. 器 具 及 91,770 医療機器等購入

び 備 品

購 入 費

2. 276,800 281,020 4,220

1. 企 業 債 276,800 281,020 4,220

償 還 金 1. 企 業 債 276,800 企業債償還金　元金

償 還 金

3. 長期貸付金 1,400 2,240 840

1. 看 護 師 等 1,400 2,240 840

修 学 資 金 1. 貸 付 金 1,400

貸 付 金
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